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北海道 東京都 神奈川県 愛知県 京都府 大阪府 兵庫県 福岡県

2026.4までの
経過年月数
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(R8)

2026.4.1
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2016.4.1
(H28)

2013.4.1
(H25)

1993.4.1
(H5)

＜参考＞ （単位：万円）

区　分 総理大臣 国務大臣 副大臣 大臣政務官 議　　長 副　議　長 議　　員

　 　国会議員が内閣総理大臣等の職を兼ねる場合は、当分の間、国会議員の歳費月額のみ支給。
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北海道
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東京都 0年0月

神奈川県 30年4月
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国

0年0月

１　主要都道府県　特別職の報酬等の月額（2026年４月１日現在）

改定年月日（知事）

福岡県 33年0月
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北海道 東京都 神奈川県 愛知県 京都府 大阪府 兵庫県 福岡県

■ 知 事

▲ 副議長

□ 副知事

▲ 議 長

▲ 議 員

（単位：万円）

※１ 京都府知事の給料等について（2026年～）

地域手当を廃止し、2026年度から給料と一元化して

支給するよう給料の額を引き上げた。

※２ 大阪府知事の給料について（2016年～）

退職手当を廃止し、廃止前の一任期（４年）分の額

を１か月相当に割り戻して給料の額に算入するとと

もに、過去の累積改定率を参考にして、2016年度か

ら給料の額を引き上げた。

131.0

退職手当相当額算入前 ※２

２位

２位

３位→４位

141.1→145.0

４位→３位

123.7→127.1

111.8→114.9

108.8→111.8

99.9→102.6

147.6→151.7

128.8→132.4

120.5→123.8

116.2→119.4

103.6→106.5

北海道、東京都、愛知県及び京都府が増額改定

138.0→145.0

116.0→121.0

110.0→115.0

104.0→109.0

90.0→94.0

102.3→111.9２位

129.2→141.3

129.2

地域手当相当額算入前 ※１

地域手当相当額算入前 ※１

102.3

112.0
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＜参考＞ （単位：万円）

区　分 総　理　大　臣 国　務　大　臣 副　大　臣 大臣政務官 議　　長 副　議　長 議　　員

　　　　国会議員が内閣総理大臣等の職を兼ねる場合は、当分の間、国会議員の歳費月額及び期末手当のみ支給。

２　主要都道府県　特別職の報酬等の年額（2026年４月１日現在）

国 3,674 2,682 2,1914,256 3,104 2,978 2,539

2,744

2,526 2,492

2,413

2,110

1,904

1,945

1,844
1,887

2,195

1,758

1,953 1,930

1,899

1,751
1,712

1,682
1,666

1,705

1,632

1,546
1,503 1,513

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

2,593→2,689

■ 知 事

▲ 議 員

▲ 副議長

▲ 議 長

□ 副知事

３位→２位

３位→２位

2,413

1,911

報酬等の年額＝（報酬（給料）＋地域手当（※））×12月＋ボーナス

※地域における民間の賃金水準との均衡を図ることを目的とする手当

（議員には支給されない）

2,274
退職手当相当額算入前

３位→２位

３位

2,054→2,131

2,103→2,170

1,850→1,909

1,699→1,752

北海道 東京都 神奈川県 愛知県 京都府 大阪府 兵庫県 福岡県

3,036→3,133

2,479→2,557

2,009→2,073

1,792→1,849

2,346→2,476

1,972→2,066

1,768→1,861

1,530→1,605

2,227→2,299

３位

1,870→1,964

（単位：万円）
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北 海 道

東 京 都

神奈川県

愛 知 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

福 岡 県

３　主要都道府県　特別職の報酬等の抑制措置（2026年4月1日現在）

ボーナス例月 管理職手当

管理職

ボーナス

区分 その他一般職
議長・副議長・議員知事 副知事

△３０％

△３０％ △３０％

△８％

△３０％

△４％

△２０％ △２％

△３０％

△８％

△８％△３０％ △１０％

ボーナス

△５０％
※

△５０％
※

△１３％

例月 ボーナス

△１３％△３０％

例月

一般職の抑制措置の状況

例月 ボーナス 例月

△2～1.5％

△１５％

※　東京都知事の抑制措置は、2026年７月末で終了

△４％

△１５％
議　長△7.4％
副議長△6.2％
議　員△4.5％
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(１) 報酬等の月額及び年額 　　 (２) 過去の改定経過

　　(３) 抑制措置

４　東海四県・名古屋市　特別職の報酬等（2026年4月1日現在）

2,316 
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愛知県 岐阜県 三重県 静岡県 名古屋市

141.1→145.0■ 知 事
（市 長）

▲ 副議長

□ 副知事

（副市長）

▲ 議 長

▲ 議 員

知 事

副議長

副知事

議 長

議 員

(単位：万円) (単位：万円)

130.0

103.6→106.3

102.5→105.2

91.4→93.8

84.3→86.5

134.9

110.2

106.1

93.7

86.5

105.2

2026.4までの
経過月数

2026.1.1 2026(R8).1 [1年0月]
(R8) 2025(R7).1 [4年9月]

1994.12.1 1994(H6).12 [3年0月]
(H6) 1991(H3).12 [3年0月]

2025.4.1 2025(R7).4 [18年0月]
(R7) 2007(H19).4 [1年0月]

2025.4.1 2025(R7).4 [9年0月]
(R7) 2016(H28).4 [4年0月]

2025.4.1 2025(R7).4 [15年0月]
(R7) 2010(H22).4 [3年0月]

改定年月日（知事・市長）
過去の改定経過

[前回改定からの経過年月数]

愛知県 0年3月

岐阜県 31年4月

三重県 1年0月

静岡県 1年0月

名古屋市 1年0月

例　月 ボーナス 例　月 ボーナス

愛　知　県 △20％ △2％

岐　阜　県

三　重　県

静　岡　県 △10％ △7％

名 古 屋 市 定額支給 定額支給

市　　　長 副　市　長

△15％

区　分
知　　　事 副　知　事

例　月 ボーナス

議長・副議長・議員

月 額 年 額

月 額

年 額

≪名古屋市の市長給与の抑制措置について≫

「市長の給与の特例に関する条例」を制定し、条例本則の規定にかかわらず、

次のとおり支給

①給料月額：50万円

②期末手当：6月期及び12月期ともに100万円

③地域手当：支給しない

④退職手当：支給しない

年額800万

123.7→127.1

111.8→114.9

108.8→111.8

99.9→102.6

2,676

2,170

2,120

1,909

1,752

知事は2026.10.1～133.4万円
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５ 愛知県の県内総生産等、名古屋市の消費者物価指数及び主要財政指標の推移 
 

⑴  愛知県の県内総生産（名目）及び1人当たり県民所得 

 2021年度 2022年度 2023年度 

全国順位 金  額 全国順位 金  額 全国順位 金  額 

県内総生産（名目） ３位 40,677,403百万円 ３位 43,065,266百万円 ２位 46,091,073百万円 

１人当たり県民所得 ２位 361.0万円 ２位 382.0万円 ２位 415.0万円 

  注１ 順位は、全都道府県中におけるものである。 

   ２ １人当たり県民所得＝（雇用者報酬＋財産所得＋企業所得）÷都道府県人口【県民経済計算推計方法ガイドライン：内閣府】 

 

 

⑵ 消費者物価指数（総合・名古屋市） 

年 月 2025年 2026年 

 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

前年同月比(％) 3.5  3.8  3.5  3.3  2.8  2.9  3.1  2.9  2.1  1.7  1.5  1.5  1.0  1.1  1.3  

 

 

⑶ 財政力指数 

2024年度 2025年度 2026年度 

全国順位 指  数 全国順位 指  数 全国順位 指  数 

 ２位 0.88 ２位 0.88   ２位 0.89 

 

 

⑷ 実質公債費比率及び将来負担比率  

 早期健全化

基準 

財政再生 

基準 

2023年度 2024年度 2025年度  2015年度（10年前） 

比  率 比  率 比  率  比  率 

実質公債費比率 25％ 35％ 13.2％ （10.1％） 13.4％ （13.0％） 13.0％ （10.2％）  14.3％（12.7％） 

将来負担比率 400％  162.3％（148.7％） 152.0％（153.4％） 153.4％（139.2％）  197.3％（175.6％） 

  注 カッコ内は都道府県平均値 
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（単位：万円）
年　度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

(改定日) (H9) (H10) (H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (H31) (R2) (R3) (R4) (R5) (R6) (R7) (R8)

区　分 (7/1) (12/1) ('07/1/1) (4/1) (4/1) ('25/1/1) ('26/1/1)

154.0 150.9 140.3 135.4 137.9 141.1 145.0

122.0 119.6 111.2 107.3 109.3 111.8 114.9

125.0 122.5 120.9 123.7 127.1

110.0 107.8 106.4 108.8 111.8

101.0 99.0 97.7 99.9 102.6

知事・副知事 知事
▲7.00% 知事・副知事 ＋1.85%

議員 ▲3.5% 副知事
▲1.30% ＋1.86%

4年3月 6年5月 3年1月 8年3月 5年0月 4年9月 1年

副 議 長

知 事

副 知 事

議 長

議 員

平均改定率

前回改定からの
経 過 年 月 数

＋2.34% ＋2.79%

６　愛知県　特別職の報酬等改定経過（本来額）[1997(平成9)年度以降]

＋4.85% ▲2.00%
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７ 愛知県 特別職の報酬等改定の考え方 

（１）指定職給料表の改定状況 

【現行の指定職給料表】        【人事委員会が勧告した指定職給料表】 

号給 給料月額(円)  号給 給料月額(円) 

１ 753,000 １  771,000 

２ 812,000 ２  832,000 

３ 872,000 ３  892,000 

４ 955,000 ４  976,000 

５ 1,029,000 ５ 1,052,000 

６ 1,103,000 ６ 1,127,000 

７ 1,180,000 ７ 1,207,000 

８ 1,253,000 ８ 1,281,000 

（２）これまでの改定状況 

年 度 
項 目 

1997～2003 
(H9～15) 

2004 
(H16) 

2005 
(H17) 

2006 (H18) 2007 
2008 

(H19・20) 

2009 
(H21) 

2010 
(H22) 

2011 
(H23) 

2012～ 
2014 

(H24～26) 

2015 (H27) 
2016 
(H28) 

2017～ 
2019 

(H29～R1) 

2020 (R2) 2021 
2022 

(R3・4) 

2023 
(R5) 

2024 
(R6) 

2025 
(R7) 

2026(R8) 

給与構造改革
<2006.4.1> 

給与改定 
総合的見直し 
<2015.4.1> 

給与 
改定 

配分見直し 
<2020.4.1> 

給与改定 
給与改定 

(配分見直しを含む） 

指
定
職
給
料
表 

改定率 

（単年） 
－ 

改定 

なし 
△0.30% △6.70% 

改定 

なし 

改定 

なし 
△0.32% 1.05% 0.02% 

H24.4 
実施 

改定 

なし 

△3.5% 

同率相当の地域 

手当を引上げ 

0.08% 0.15% 
改定 

なし 

1.9% 

同率相当の地域 

手当を引下げ 

改定 

なし 

改定 

なし 
0.27% 1.08% 2.79% 

2.27％ 

＋ 

0.75%相当の地域 

手当を引上げ 

累 積 

改定率 

(前回改定後) 

累積 

△1.71% 
  0 同 上 

[累積改定率] △0.30% 

[給与構造改革] △6.70% 
  0 同 上 0.73% 0.75% 

 

 0.83% 0.98% 

 

  

 

1.25% 2.34% 同 上 同 上 

改
定
率 

知 事・ 

副知事 
△2.0%   △7.00%      

知事・副知事 

△3.5% 
   

知事・副知事 

1.9% 
 

  
2.34% 2.79%  

議 員 △2.0%   △1.30%      -    -  
  2.34% 2.79%  

適 用 日 2003.12.1   2007.1.1      2015.4.1    2020.4.1  
  2025.1.1 2026.1.1  

 
【改定の基本的な考え方】 

 ① 指定職給料表の改定率が累積で±２％程度に達した場合を改定の目安としている。 

 ② 地域手当※を改定する際、①の累積改定率に関わらず、地域手当の改定による影響分を反映している。 

※ 地域手当…地域ごとの民間賃金水準を職員給与に反映するため、給料月額等に支給割合を乗じて算出する手当（本県の支給割合は、本年の改定で８.５％⇒９.３％に引上げ） 

          特別職のうち、知事・副知事には支給されるが、議員には支給されない。 

 

平均改定率は、 

２.２７％ ≪地域手当の引上げによる改定率への影響について≫ 
人事委員会の試算によると、地域手当の引上げ（８.５％→９.３％）を行わなかった場合の指定職給料

表の平均改定率は３.０２％となる。 
そのため、地域手当の引上げによる改定率への影響は、３.０２％から実際の平均改定率（２.２７％）

を引いた０.７５％相当である。 

本年の指定職給料表の改定率は＋2.27％であり、改定の目安としている±２％を超えている。 

さらに本年は、地域手当の引上げ改定により 0.75％相当の改定効果が生じることから、これを含めた改定率は＋3.02％となる。 
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（１）報酬等の改定の判断指標 （２）　累積改定率を考慮している団体の状況

２ ３① ３③

4 2 2

6 1 1

37 1 1

4 1 1

8 1 1

25 1 1

※各都道府県で、具体的な改定指標がある場合は改定指標を、諸情勢を総合的に勘案して判断している場合は最も重視している要素を調査
2 1 1

累積改定率を乗じた結果、１万円以上の変
動となる場合

累積改定率を乗じた結果、２万円以上の変
動となる場合

累積改定率１％程度　

累積改定率１．５％程度

都道府県数
（１）の判断指標の区分

累積改定率３％程度

累積改定率５％程度

改定の指標

②うち、「他の都道府県や政令指定都市の改定状況」を最も重視している都道府県

１　一般職または指定職の毎年の改定率を指標としている

２　一般職または指定職の累積改定率を指標としている 〔愛知県〕

３　一般職の改定率や他の都道府県の改定状況、社会情勢等を総合的に勘案して判断している

③その他（複数の要素を総合的に勘案）

　（参考）他の都道府県における改定指標等（2026年８月調査）

改定の判断指標 都道府県数

①うち、「当該都道府県の一般職等の改定率の累積状況」を最も重視している都道府県

累積改定率２％程度　〔愛知県〕

＜参考＞ 特別職の報酬等にかかる国の通知（要旨）

○地方公務員の給与制度の改正について（昭和36年2月11日自治事務次官通知）

・特別職の地方公務員の給与改定を行う場合には、次の諸事情などを総合的に考慮し、適正な改定を行うこと。

ア 国家公務員の特別職の給与改定

イ 各地方公共団体における特別職の職員に関するここ数年来の給与改定の経緯

ウ 各地方公共団体の一般職の職員の給与改定の取扱い

エ 他の地方公共団体との均衡

○特別職の報酬等について（昭和48年12月10日自治省行政局公務員部長通知）

・一部の地方公共団体において、特別職の報酬等の決定に関し、一般職の職員に適用される給料表の特定の給料月額に一定割合を乗じて得た額とする等、いわゆるスライド方式を採用するむきが見受けられる。

・特別職の報酬等は、その職務の特殊性に応じて定められるべきものであって、生計費や民間賃金の上昇等に相応して決定される一般職の職員の給与とは自ずからその性格を異にし、また、その額は個々具体的に住民の

前に明示するよう条例で定めるべきものである。

・したがって、一般職の職員の給与改定に伴い、特別職の報酬等についても自動的に引き上げられることとなるような方式を採用することは、特別職の報酬等の額の決定について広く民意を反映させるために設置されて

いる特別職報酬等審議会の実効性が失われることにもなるので、かかる方式を採用することのないよう、厳に留意すること。
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知事・副知事と議員の改定率の違い（イメージ） 

 

知事・副知事 議員 

月例給として、給料のほか地域手当が支給されている。 

地域手当＝給料月額×８.５％（改定後は９.３％） 

月例給は議員報酬のみで、地域手当は支給されない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
給料を２.２７％引き上げることで、地域手当と合わせて３.０２％

の引上げとなる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
議員報酬を３.０２％引き上げる。 

 

0.75％ 
相当 

2.27％ 

報酬審の 
審議対象 

3.02％ 

報酬審の 
審議対象 

補足資料 


